
Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報 

１．基本的な考え方 

 当社グループは、コーポレート・ガバナンスの重要性を十分認識し、経営の透明性や健全性の向上に取り組んでおります。また、コーポレート・ 
ガバナンスの基本とも言えるコンプライアンスについても、法令の遵守にとどまらず、事業活動の全てにおいて、社会の一員であることを自覚した 
行動を取っております。  

２．資本構成 

【大株主の状況】

 

補足説明 

―――  

３．企業属性 

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針 

―――  

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情 

 該当なし  

コーポレートガバナンス
CORPORATE GOVERNANCE HAGIWARA ELECTRIC CO.,LTD.

最終更新日：2013年7月4日

萩原電気株式会社
取締役社長 岩井 三津雄

問合せ先：執行役員 宮本 敬三
証券コード：7467

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

外国人株式保有比率 10%未満

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）
有限会社 スタニイ 396,250 5.92

萩原電気従業員持株会 349,174 5.21

萩原 義昭 345,575 5.16

萩原 智昭 334,675 5.00

株式会社 三菱東京ＵＦＪ銀行 232,500 3.47

名古屋中小企業投資育成株式会社 230,000 3.44

竹田 和平 200,000 2.99

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 （信託口） 194,000 2.90

三井住友信託銀行株式会社 178,000 2.66

株式会社 みずほ銀行 175,000 2.61

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

上場取引所及び市場区分 大阪 JASDAQ

決算期 3 月

業種 卸売業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満
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Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

１．機関構成・組織運営等に係る事項 

【取締役関係】 

【監査役関係】 

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況 

 監査役は、株主総会や取締役会への出席や、取締役・執行役員・従業員・会計監査人からの報告収受など法律上の権利行使のほか、常勤監 
査役は、重要な会議への出席や各部門への往査など実行性のあるモニタリングに取り組むとともに、会計監査人とは定期的に会合を持ち、情報 
交換を行っております。 
 なお、社外監査役のサポートについては、総務部が担当し、取締役会の開催案内や資料の事前送付などの情報を提供しております。また、補 
佐が必要な場合には、内部監査室および総務部が対応しております。  

会社との関係(1) 

※１ 会社との関係についての選択項目 

会社との関係(2) 

組織形態 監査役設置会社

定款上の取締役の員数 9 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 6 名

社外取締役の選任状況 選任していない

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 3 名

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

氏名 属性
会社との関係(1)

a b c d e f g h i
佐橋 渡 弁護士          

辻中 修 公認会計士    ○      

a 親会社出身である
b その他の関係会社出身である
c 当該会社の大株主である
d 他の会社の社外取締役又は社外監査役を兼任している
e 他の会社の業務執行取締役、執行役等である
f 当該会社又は当該会社の特定関係事業者の業務執行取締役、執行役等の配偶者、三親等以内の親族その他これに準ずるものである
g 当該会社の親会社又は当該親会社の子会社から役員としての報酬等その他の財産上の利益を受けている
h 本人と当該会社との間で責任限定契約を締結している
i その他

氏名 独立
役員

適合項目に関する補足説明
当該社外監査役を選任している理由（独立
役員に指定している場合は、独立役員に指

定した理由を含む）

佐橋 渡 ○  独立役員に指定しております。
弁護士としての経験、識見を生かし、当社取 
締役の職務執行を大所高所の視点から監査を 
行って頂けるものと判断しました。また、一般株 
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【独立役員関係】 

その他独立役員に関する事項 

―――  

【インセンティブ関係】 

該当項目に関する補足説明 

 当社は、業績、経営環境等を総合的に勘案し、報酬に反映させているため、取締役へのインセンティブ付与は実施しておりません。  

該当項目に関する補足説明 

―――  

【取締役報酬関係】 

該当項目に関する補足説明

 

 平成２５年３月期に取締役および監査役に支払った報酬は次の通りです。 
 取締役６名 １９４百万円 
 監査役３名  ２５百万円 
  合  計  ２２０百万円 
 上記の内、社外監査役（２名）への支給額は１２百万円となっております。  

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容 

 取締役および監査役の報酬につきましては、平成３年１２月２５日開催の株主総会決議に従い、取締役は年額３００百万円、監査役は年額５０百 
万円のそれぞれの範囲内で、過年度の報酬実績や業績および個々の役割を踏まえ、世間水準等を勘案し決定しております  

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】 

 社外監査役のサポートについては、総務部が担当し、取締役会の開催案内や資料の事前送付などの情報を提供しております。また、補佐が必 
要な場合には、内部監査室および総務部が対応しております。  

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

 

・現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要 
 当社は監査役会設置会社の体制を採用しております。現在取締役６名で構成される取締役会および社外監査役２名と常勤監査役１名で構成 
される監査役会の体制となっております。また、効率的な業務執行が行えるよう権限の委譲を図り、スピーディーな経営を目指す為に、執行役員 
制度を導入しており、業務に精通した執行役員に業務執行の責任と権限を大幅に委譲することにより、経営環境の変化に的確に対応し業務執行 
の迅速化と効率化を図っております。なお、執行役員は、現在７名となっております。 
 取締役および執行役員は、毎月１回開催される経営会議に出席し、企業経営全般にわたる検討・答申を行なう他、事業執行全般の状況を確認 
する場として、毎月１回開催される事業執行会議にも出席しております。 
 また、コーポレート・ガバナンス全般の取組み強化を目的に、取締役会において取締役の中から内部統制統括責任者を定めております。内部統 
制統括責任者は、コンプライアンスや内部管理体制の適切性・有効性を定期的に検証し、問題点の改善・是正を行うとともに、内部統制およびコ 
ンプライアンスに関わるリスク管理等の充実に取り組んでおります。 
 外部監査としては、あずさ監査法人と監査契約を締結し、会計監査および内部統制監査を独立の立場から実施しております。  

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由 

主との間に利益相反が生じるおそれはないと 
判断し、独立役員として選任しております。

辻中 修 ○  兼房株式会社社外監査役、 
 独立役員に指定しております。

公認会計士としての経験、識見を生かし、当 
社取締役の職務執行を大所高所の視点から 
監査を行って頂けるものと判断いたしました。 
また、一般株主との間に利益相反が生じるおそ 
れはないと判断し、独立役員として選任してお 
ります。

独立役員の人数 2 名

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

ストックオプションの付与対象者

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

報酬の額又はその算定方法の決定方
針の有無

あり
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 当社は監査役制度を採用しており、社外取締役を選任しておりませんが、監査役３名の内２名を社外監査役（独立役員）として選任し、それぞれ 
法務に関する専門的な知見、財務会計に関する専門的な知見から適法性監査や経営全般に関する客観的視点での監査を行っております。 
 また、取締役会に出席し、独立した立場で意見を述べ、会社経営における意思決定プロセスでの違法性や著しく不当な業務執行行為がないか 
など、取締役の業務執行状況を常に監視する体制を確保していることから、本体制を採用しております。  
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Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況 

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況 

２．ＩＲに関する活動状況 

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況 

補足説明

株主総会招集通知の早期発送  法定期日より早めの発送を実施

電磁的方法による議決権の行使
 株主の皆様の議決権行使に対する利便性を高めるため、２００２年６月の定時株主総会か 
ら、当社の株主名簿管理人である三井住友信託銀行webサイトを利用した、電磁的方法による 
議決権の行使を実施しております。

補足説明
代表者自身
による説明

の有無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

 株式公開（１９９５年）以降、経営トップが出席する決算説明会・第２四半期決 
算説明会を定期的に開催し、アナリストや機関投資家の皆様への情報発信に 
努めております。

あり

IR資料のホームページ掲載  決算短信、決算説明会資料、報告書、その他の適時開示資料等を掲載する 
など、経営情報の迅速な開示に努めております。

IRに関する部署（担当者）の設置
 ＩＲ部門は総務部が担当しております。総務部では、重要な企業情報を集約 
管理しており、この情報に基づき、常に迅速、正確かつ公正な情報開示を行う 
体制を整えております。

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの
立場の尊重について規定

 当社では、「萩原電気グループ企業行動憲章」を定め、健全な事業活動をとおして収益性を高 
めるとともに、活力ある発展と社会への還元を目指すために、関係法令の遵守にとどまらず、よ 
き企業市民として社会的貢献を果し、お客様、株主・投資家の皆様、協力関係にある取引先、従 
業員、地域社会をはじめとした関係者からの信頼を得られるよう取り組んでおります。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

 当社では、地球環境保全が地球全体のための重要課題であるとの認識のもと、環境保全を 
経営上の重要課題として位置付け、企業活動の全てにおいて地球環境の保全に寄与する活動 
を行っております。また、２０１０年７月１日にＣＳＲ推進室を設立し、ＣＳＲの継続的な活動に取り 
組んでおります。
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Ⅳ内部統制システム等に関する事項 

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

 

 財務報告の正確性・信頼性の確保とその推進を目的とする内部統制規程を制定するなど、内部統制システムの整備と強化に取り組んでおりま 
す。 
【内部統制システムの整備状況】 
(1) 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 
・ 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するため、「萩原電気グループ企業行動憲章」および「萩原電気グ 
ループ企業行動規範」を制定し、その運用に努めるとともに、継続的なコンプライアンス教育・啓蒙を行う。 
・ コンプライアンスや内部管理体制の適切性・有効性を定期的に検証し、問題点の改善・是正を行うために、取締役を内部統制統括責任者に選 
任し、内部統制全般の適切な整備・運用を行う。内部統制統括責任者は、環境管理委員会・情報セキュリティ委員会・リスク対策を統括・管理する 
とともに、他の委員会等を通じて社内の情報収集を行い、会社の内部統制体制の有効性の確保を図っていく。 
・ コンプライアンス体制の強化を目的として、企業倫理ホットラインを設置する。 
(2) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
・ 当社のコーポレート・ガバナンス強化のために、取締役会において会社全体で取り組むべき課題（社会的責任・リスク対策）の方針を決定する。 
内部統制統括責任者はその方針に沿って、主管部署を指示しリスク管理規程をはじめとする関連規程の整備・運用等、当社のリスクマネジメント 
体制の充実と強化を図っていく。 
・ 当社の情報セキュリティのシステム確立とその推進を図るための委員会組織として情報セキュリティ委員会を設け、情報セキュリティ基本規 
程、情報セキュリティ運用基準書をはじめとする関連規程、ガイドライン、マニュアルなどの整備を進める。 
(3) 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 
・ 業務の執行が法令および定款に適合するとともに、業務の適正と効率性の確保を目的として、組織や業務分掌をはじめとする社内規程を定め 
業務を執行する。これらの規程は、法令の改廃や業務の見直し等、必要のある場合に随時見直しを行うものとする。 
・ 業務執行部門から独立した取締役社長直轄の内部監査部門を設置し、各部門の業務プロセス等をチェックし、不正の防止とプロセスの改善に 
努める。 
・ 内部統制統括責任者のもと、関連部署が主管となり財務報告の正確性・信頼性の確保とその推進を目的とする内部統制規程を制定し、内部統 
制システムの整備と強化を進める。 
・ 子会社の事業規模に応じて、当社と同様のコーポレート・ガバナンス体制および内部統制システムの構築を推進し、上記取組みが企業集団とし 
て実施できる体制の整備を進める。 
(4) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 
・ 取締役は、その職務の執行に係る情報および文書の取り扱いについて、社内規程を定めるとともに、その規程の定めに基づき、適切に保存し管 
理を行う。社内規程は法令の改廃等、必要のある場合に随時見直しを行うものとする。 
(5) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
・ 取締役は、合理的かつ効率的な職務執行を確保するために、職務の役割分担を定めるとともに、取締役会規程や職務権限に基づき業務を執 
行する。 
・ 業務執行の迅速化と効率化を目的として、執行役員制度を導入する。権限の委譲を受けた執行役員は、組織規程をはじめとする社内規程の定 
めに基づき業務を執行する。 
(6) 監査役監査の実効性確保体制 
・ 監査役は、必要に応じて監査役の職務を補助する使用人を置くことを、取締役社長に求めることができる。また、その場合の使用人は専任者と 
し、監査役以外の指揮命令を受けないものとする。 
・ 監査役は、内部監査部門から内部監査状況に係る情報の提供を受けることができるほか、重要な会議の内容の報告を受けるものとする。ま 
た、必要に応じて社内の会議に出席を求めることができるものとする。 
・ 監査役は、代表取締役、会計監査人との定期的な情報交換の場を持つものとする。 
・ 取締役および使用人は、業務執行において法令に違反する事実、会社に著しい損害を与える恐れがある事実を発見した場合は、速やかに監査 
役に報告する。 
(7) 反社会的勢力排除に向けた体制 
・当社およびグループ会社は、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対しては、取引関係を含め一切の関係をもたな 
い。また、反社会的勢力からの不当要求等に対しては、組織全体として毅然とした対応をとるとともに、関連する情報の収集や蓄積を行い、反社 
会的勢力排除のための仕組みを整備する。 

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

 

(1) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方 
・ 当社グループは、前述の「萩原電気グループ企業行動憲章」において『法令や社会的規範、社会的良識に基づいた企業活動を行うとともに、社 
会的秩序や企業の健全な活動に悪影響を与えるあらゆる個人・団体とは一切係わらない』旨を定めグループ内への周知・徹底を行っております。 
(2) 反社会的勢力排除に向けた整備状況 
・ 当社では「反社会的勢力対策規程」を制定し、総務部を担当窓口とした反社会的勢力を排除する体制を構築しており、暴力追放愛知県民会議 
に加入しセミナーに積極的に参加するほか、警察本部や管轄警察署と連携を取りながら、反社会的勢力の情報収集・排除に努めております。 
 また、全役員および全従業員から反社会的勢力と関係のない事の「確認書」を取り付けているほか、新規の取引先におきましては、商談に先駆 
けて、経営管理部による反社チェックの実施を義務付けるとともに、全取引先を対象とした定期的なローリングによるチェックも実施しております。 
なお、継続的な取引を行う場合には、「取引基本契約書」の締結を原則としており、この契約書に暴力団等の排除条項を入れるなど、反社会的勢 
力の排除に向けた体制の構築・運用を行っております。 
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Ⅴその他 

１．買収防衛策の導入の有無 

該当項目に関する補足説明 

―――  

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項 

 当社では、社内規程である「内部者取引防止規程」を定め、重要な企業情報を集約管理するとともに、常に迅速、正確かつ適切な情報開示を 
行う体制を整えております。 
具体的には、その内容により次のような体制となっております。 
 
１．決定事実 
 重要な決定事実につきましては、総務部が稟議事項および取締役会議案の取り纏めを行っており、その案件の内容に応じて、情報開示担当 
役員、総務部長および関連部署による開示の要否について検討を行い、開示が必要な場合は総務部から速やかに開示を行います。 
 
２．発生事実 
 発生事実につきましては、重要事実の発生を認知または発生の疑いを持った社内各部署は、所属の部門長が速やかに、総務部および関連部 
署に連絡を行い、社長、情報開示担当役員、総務部長および関連部署で、開示の要否について検討を行い、開示が必要な場合は総務部から速 
やかに開示を行います。 
 
 適時開示における社内体制の統制図は別紙のとおりであります。  

買収防衛策の導入の有無 なし
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（適時開示に係る社内体制の状況について） 
 
 
 
１．決定事実 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．発生事実 
 

取締役会 

稟議書 

総務部

開示要否判定

開 示 

情報開示担当役員 
関連部署 

発生部署 総務部

開示要否判定

開 示 

社長 
情報開示担当役員

関連部署 
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株 主 総 会

（コーポレート・ガバナンス体制 模式図）

取締役社長

事業執行会議

各事業部門

経営会議

経営監視

業務執行

選任・
解任

内部統制統括責任者

監督

指示・監督

内部監査室

会計監査 監査

連携

内部監査・内部統制評価

報告・
指示

内部統制

選任・
解任 選任・解任

連携

会計監査人
取締役会

（意思決定、業務執行の監督）
監査役会

会計
監査

環境管理委員会

情報セキュリティ委員会

リスク対策

内部統制統括事務局

統括・管理

指示

監査

報告・
指示
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